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が困難である．したがって,途上国の地饒防災力向上のた

めには,途上国の側の能力開発を図る手段としてjその国

の経済状況に即した地震防災対策手法が必要である．

地震防災力向上のためには,まず,地震災害の被害想定

が必要不可欠である．どこに，どの程度の規模の地震がい

つ発生するのか,それによって人々の暮らしにどのような

被害が生ずるのかを知ることが適切な防災対策を実施す

る前提となるからである．

地震災害の被害想定には,地震の震源や農度分布といっ

た外力の同定,外力と被害の関係性を表す被害関数,被害

の対象となる建物や人の集積状況に関するデータの三つ

の要素が必要である．まず,途上国における被害想定を考

えると,外力については様々な国際的機関が世界的に地震
の外力について研究しており，例えば，GSHAP3)では，世
界における地震動の分布をWEBにおいて提供している.外

力と被害の関係を表す被害関数に関しても,様々な機関に

おいて研究されており,途上国を対象とした代表的な手法

はじめに1． 

最近の地震では,2001年１月２６日のインド西部地震(マ

グニチュード７．７）では死者20,000人以上，2003年５

月２１日のアルジェリア地震（マグニチュード６．７）では

死者約2,000人以上，2003年12月２６日のイラン・パム

地震（マグニチュード６．５）でも死者40,000人以上と，

途上国において甚大な人的被害が発生している．

このような状況において,地震防災に関する研究は世界

の様々な機関で行われている．また,途上国の地震防災力
の向上を直接の目標とした取り組みとして,国際連合を中

心とする枠組みの中で,国際防災の10年(IDI⑩R)における

RADIUSプロジェクト')や，GESＩプロジェクト幻の活動が
行われている．しかし，このような途上国の地域性に即し
た研究の絶対数は多いとはいえないまた,多くの途上国

は経済的な問題を多く抱えており,先進国と同じ程度に人，

物資,資金,時間といった資源を防災対策に投入すること
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の精度では,市街地と判定される大きさのグリッドをより
詳細に分析する手法の開発を試みた.７バンドのセンサー
を持つLANDSATでは，最小単位である３０m×30mの１ピク
セルに７データポイントが存在する.これに対して４バン

ドのセンサーを持つIKONOSの場合には，LANDSATに対応

する３０ｍグリッドであれば，３０x30x4=3600データポイ
ントが存在することになる．つまり，LANDSATでは７セン

サーの値のパターンで市街地と判定された区域を，１ｍグ
リッドで得られるIKONOSの４センサーのそれぞれについ

て，合計3600データポイントの分布パターンを解析する
ことで,建物種別と棟数を推定することの可能性を検討し
た．

衛星IKONOSはスペースイメージング社が1999年に打ち
上げた民間の商用衛星である．IKONOSは地球の周りを高

度680kmで飛行しており,同一地点を解像度1mなら三日，
解像度3mなら１日の周期で撮影することが可能であり，
定期的なデータ更新も十分に可能である．そのため,建物
インベントリーの定期的な更新も可能である．IKONOSに

は４バンドのセンサーが搭戟されており，赤，緑,青,近

赤外線の波長帯を捉える．赤，緑,青，近赤外線のバンド

を以下では，red，grn，blu，ｎｉｒと略記する．それぞれ
のバンドが捉える波の強さは０から2047の2048階調の

､Ｎ値で表現されている．これらの非常に豊富なデータ戯
は詳細な土地被覆の分析を可龍とすると考えた．

がGESIであり,比較的簡易で利用性の高い手法を提唱し，
すでに世界の２１の都市において実施されている．最後の
被害想定に必要となる地域固有の建物や人のデータは,地
域それぞれが自ら作成し,所有すぺきデータであるが,経
済状況などからこうしたデータを用意できない途上国が
多い以上まとめると，途上国において被害想定を行う際
のボトルネックは,対象とする地域の建物や人の集積状況，
つまりインベントリーデータをどのように確保するかで

あることがわかる．

地霞被害は大きく物的被害と人的被害に分けられる.し

かし,途上国では人的被害も住宅倒壊による圧死から生じ
るものが多い.そのため,地震の被害想定には,物的被害，
特に住宅被害の想定が必要不可欠である．そこで,途上国
において地震防災力の向上の前提として地震被害想定を
行う場合には,住宅被害を想定するために必要な建物の棟
数,種別といった建物インベントリーを簡易に作成する手
法の開発が求められている．

本研究では,全世界をカバーする高解像度の衛星画像の
解析とＧＰＳと連動したピデオカメラを利用した現地調査
を組み合わせて，ＧESI法を用いた被害想定を行うために
必要となる建物インベントリーを簡易に作成する手法を
提案する．

２．研究の概要

(3)GPSビデオカメラについて
ＧＰＳピデオカメラは情報通信研究機構宇治GIS研究開

発支援センターが開発したシステムである.ビデオを撮影
する際に,緯度経度情報をビデオの音声情報に変換して取

り込み,GIS上で位置情報付きでビデオ映像を表示する機
能を持っている．この機能を用いて,予め設定された撮影

地に赴き,現地において車中から撮影した家並みの映像情
報とその緯度経度座標をIKONOS画像を背景図としたＧＩＳ

上で解析し,どこにどのような建物種別を持つ建物が何棟

存在するのかを，短時間で調査することに利用した．

(4)研究対象地・研究手法

研究の対象地については,市中央に南北に大きな断層が

走るフィリピンのメトロマニラ圏の都市であるマリキナ

市(1)(図1)とした．

(1)高解像度衛星画像とＧＰＳビデオカメラを利用した建
物インペントリー推定手法の開発プロセス

本研究では,建物インベントリー推定手法を開発するた

めに，以下のような手順で作業を行った．

①衛星画像を用いて対象地をメッシュ化した．

②多様な土地被覆を有するラーニングエリアを選定した．
③ラーニングエリアにおいて,４種類のメツシユサイズで
土地被覆分類を行った．

④ラーニングエリアに存在する建物ポリゴンデータを用
いて,４種のメッシュサイズのうち最適なメッシュサイズ
を決定した．

⑤対象地全域の土地被覆を推定した．

⑥ラーニングエリアにおける建物ボリゴンデータを用い

て，対象地全域の建物棟数を推定した．

⑦ラーニングエリアにおいて現地調査を行い,ＧＰＳピデオ
カメラを用いて家並みを連続撮影した．

⑧撮影資料をもとに,ラーニングエリアのメッシュごとの
建物棟数．建物種別を決定した．

⑨対象地全域の建物棟数．建物種別を推定した．

⑩最後に①～⑨の結果をもとにして,建物インベントリー
推定手法を提案した．

(2)高解像度衛星画像の利用

衛星画像を利用した研究は様占な分野で行われている．
特に衛星LANDSATを用いた研究は農業,環境,資源などの

多くの分野で行われている．LANDSATでは，水面，森林，
草地,裸地,市街地といった土地被糎の基礎的な分類が比

較的容易である4)．しかし,LANDSATが持つ１ピクセル30ｍ
グリッドという精度では,市街地をさらに細分化して,建
物種別や棟数を判定することは難しいとされている．

本研究では,建物インベントリーを作成することが目的

であり，市街地をさらに細分化し,建物レベルまでの詳細
な分析が必要となる．そこで，１ピクセル1ｍグリッドの

精度を持つ衛星IKONOSを用いることで，LANDSATレベル

■ 

図１マリキナ市におけるIKONOS
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(2)ラーニングエリアの選定

対象地であるマリキナ市において,マリキナ市全域にお

ける土地被覆を有すると考えられる,土地被覆の多様な地

域を抽出し，ラーニングエリア(図2)として選定した．こ

の地域を対象にクラスター分析による土地被覆分類と分

類されたカテゴリーごとの建物棟数の分布を分析した．

次に，本来，建物インベントリーを作成する際には，
GIS上に建物ポリゴンデータを作成し，それを解析するこ

とが効果的である．しかし，そのためには非常に多くの費
用を要する．例えば，三浦・翠川5)はIKONOS画像を既存
の建物ポリゴンデータの更新に利用する研究を行ってい

るが，ポリゴンデータが全く存在しない状況からIKONOS

画像データから建物ボリゴンデータを作成する手法は確

立されていないそこで，本研究では，衛星IKONOSを用

い，まず,適当な大きさのグリッドサイズで土地被覆を分
類した.その後,ＧＰＳピデオカメラを用い現地調査を行い，

建物棟数．種別を調査した．最後に，土地被覆分類ごとに

建物棟数.種別を平均化し，その関係を用いて対象地であ

るマリキナ市全域の建物棟数･種別を推定することを行っ

た．また,建物インベントリーを現地調査において作成す
る手法に関しては，例えば，大角ら6)がネパールのカトマ
ンズにおいて行った研究が存在する.それは全体のうちの

0.4％のサンプルを層化多段階抽出法によって抽出し，建

物構造の聞き取り調査,建物状況の目視調査,調査対象物
の形状の測定など行い,そのデータを用いて建物被害想定
を行っている．そこでは，100名以上の調査員を動員し，

また，調査全てには３ヶ月を要している．時間，謡用とい
った資源を気にしないならば,この種の調査において高い
糖度の建物インベントリーが得られると考えられる.しか

し，例えば,途上国における防災対策を行う際などに，起
こりうる被害の概要を把握する際には,そこまでの精度は
必要とされない状況が多く存在する.我々の研究の目的と

するところは，短期間に,経済的,簡易に建物インベント
リーを作成する手法を提示することで,途上国の防災力向
上に寄することである.本研究では,現地調査においては，
GPSピデオカメラを用いて家並みを撮影することであり，

必要な時間は７日間,調査員は二人であるので,研究の目
的を満たすことができていると考えている．

(3)クラスター分析による土地被覆分類

上記のラーニングエリアにおいて，まず，２５ｍを単位と

するセルであれば,一つのグリッドに対して625のピクセ

ルが存在し，それぞれがred，grn，blu，ｎｉｒの４バンド

の、N値のデータを持ち，４バンドのデータの分布として

表現できる．この４バンドのデータの分布を用いて，ラー

ニングエリアにおける全てのセルをクラスター分析によ

って分類し，デンドログラムを作成した．また，、Ｎ値の

一つ一つの分布がＯから2047の範囲をとっている．この

ままクラスター分析を行うと，データの幅が広く，甚大な

時間を必要とする．そのため，Ｏから2047の範囲を64ご

とに幅をとって分割し,Ｏから３１までの32段階の値をと

るように変換した.デンドログラムのそれぞれの段階の分

類ごとに衛星画像を目視分析し,建物棟数を評価すること

に最も適していると考えられる分類を決定した.分類結果

表１住宅密集度の分布

□ 
Ⅱ 

匙圃図沌

白凹

Ｉ別

３．クラスター分析による土地被覆分類

（１）解析のための最適なグリッドサイズの決定
本研究においては,まず,衛星画像のクラスター分析に
よる土地被覆分類とその分類されたカテゴリーごとの建
物棟数の間に関連性があると考えた．また，建物棟数.種
別を評価することが目的であり，その際，ある一定の大き
さを持ったグリッドにおける建物郡として評価を行うこ
とを考えた．まず，わが国の住宅密集度をみると，岡田ら

？)が関西の住宅地を例にlhaあたりの住宅密集度を以下の
表１のようにまとめている．この表から明らかなように
10ｍグリッドではデータのばらつきに大きな制約がある

ため,精度を考慮すると２５ｍグリッドが妥当であることを
示唆している．これに基づいて，フィリピンのマリキナ市
の衛星画像を目視分析したところ,２５m以下のグリッドに
は収まり切らない建物が多く見られた．また,簡易にサン
プルをとったところ，例えば10ｍグリッドで平均すると，

建物では0.7棟以下，その他のエリアでは，0.2棟以下で
あった.建物郡として評価を行うために，クラスター分析

をする際に，一辺25,,50,,100,,200ｍの四種類のグリ
ッドサイズでそれぞれ分析を行い,それらの中で最も建物
棟数の推定精度が高いと考えられるものに決定すること
とした．

ロ、■刑１５．５２５
２８３０708１７．７２.Ｂ 

図２ラーニングエリア

－７７－ 

グリッドサイズ（､） 100 5０ 2５ 1０ 

一戸建て住宅地

六鬮荘 5.6 1４ OＪＩ 

帝塚山 280 7０ 1８ 0３ 

低鬮団地

竃侍菩『反Ihi厨ＢＴ 71, 178 4４ 0.7 

田 ･屋･長屋地区

偉芒『区万代 95.0 238 5.9 1０ 

才 ;賃アパート地区

豊中市庄内幸町 255.0 638 15.9 2.6 

西威反太子 400J０ 100J0 250 4J０ 

園団地

住之江区麺住吉団地 248.0 62ｐ 15.5 2.5 

城東区森之宮団地 2830 708 17Ｊ 2８ 
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している．そこでNABglIAデータを利用して，まず，２５ｍ

のグリッドサイズにおいて,７つの土地被覆カテゴリーに
ついて１グリッド当りの建物棟数の分布(図5)と平鎗練数

を検討した．

川と分類した土地被覆カテゴリー１はほとんどのセル

において建物が0棟である．また，１セル当りの平均棟数

が０．０６棟と非常に少ない．裸地と分類したカテゴリー４

においては建物が一棟も存在しないセルが過半数を超え

ている．また，１セル当りの平均棟数も０．４棟と少ない．

緑地と分類したカテゴリー7は,ほとんどのセルにおいて

建物が０棟であり，平均棟数も0.14棟と非常に少ない
エ場と分類したカテゴリー５においては一棟も存在し

ないセルが最も多く，平均棟数としては,0.74棟である．

戸建住宅地Ａと分類したカテゴリー2においては建物１
棟以上存在するセルが過半数を超えている．また，１セル

当りの平均棟数も1.08棟となっている．

戸建住宅地Ｂと分類したカテゴリー6は建物が１棟以上
循詫Eするセルが過半数を超え，また平均棟数も1.18棟と
カテゴリー2の戸建住宅Ａと類似した分布を示している．

密集住宅地と分類したカテゴリー3においては建物が２

棟以上存在するセルが過半数を超えている．また，１セル

当りの平均棟数もカテゴリー３の倍以上で2.52棟となっ
ている．

上記のように,衛星画像のクラスター分析による土地被
覆分類に対して,カテゴリーごとの建物棟数が非常に即し
た形で分布していることが明らかとなった．また，50,,

100,,200ｍのグリツドサイズにおいても同様の分析を行

い,それらにおいても同様の結果が得られている．四種類
のグリッドサイズのカテゴリーごとの建物棟数の平均と

分散を表２に示した．

図３クラスタ－分類による
デンドログラム

図４ラーニングエリアの分類結果

を示すデンドログラムとラーニングエリアの図を図３，４

に示す．

上記の一連の土地被覆分類を50,,100,,200mのグリッ

ドサイズにおいても同様に行った．結果としては，２５mの

グリッドサイズにおいては，川，緑地，裸地，工場，戸建

住宅地A，戸建住宅地B，密集住宅地の７カテゴリーに分
類され，50,,100,,200mに関しては，これに川岸を加え
た８カテゴリーに分類された．２５mにおいては，グリッド
がより小さくなっているので,５０m以上のグリッドにおい

て川岸と判定されたグリッドが裸地のグリッドと川のグ

リッドに分かれ,川岸のカテゴリーが無くなったと考えら
れる．

(5)最適なグリッドサイズの決定

四種類のグリッドサイズについて土地被覆カテゴリー

ごとの建物棟数の分散を比較すると，２ａｎのグリッドサイ

(4)土地被覆分類と建物棟数分布の関係分析
幸いなことにマリキナ市域のほぼ３/４については

NABmRIAQが１９９５年に作成した建物ポリゴンデータが存在

表２グリッ
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１ 
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ズにおいて,川と分類したカテゴリー以外の全てのカテゴ

リーにおける分散が最も低かった.最も分散が低いという

ことは,最も平均からの建物棟数のばらつきが少ないため，
25ｍのグリッドサイズにおける土地被覆分類が,建物の棟
数に従って最も的確に分類できていると考えた．この後，
対象地全域の建物棟数の推定を行うこととなるが,その際，
推定建物棟数の真の値からのばらつきは最も小さくある

べきである．そのため，２５ｍのグリツドサイズが建物棟数
の推定を最も糒度高<行うことができると考えた．

また，マリキナ市でもっとも住宅密集度が高いエリア

は河川敷を不法に占拠していた低所得者層に提供した再

定住住宅地域である.この地域の建物は間口４ｍ奥行き８

ｍで規格化されている．２５ｍグリッドサイズを採用した場

合にも，最大20棟までの分散を得ることが可能であり，
25ｍグリッドの採用が妥当であるといえる．

以上の諸点を考慮して，衛星画像をクラスター分析し，

土地被概分類を行うことで建物の棟数を評価しようとす

る場合,２５ｍグリッドを単位に実施することが最適である

と結論付けた．今後の分析においては，２５ｍグリッドを単

位とするため，土地被溌分類カテゴリーとしては，川，緑

地，裸地，工場，戸建住宅地A，戸建住宅地B，密集住宅

地，の７つを用いることとした．
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図６カテゴリーごとの写真と､N値の平均値

４．マリキナ市全域の土地被翻。建物棟数の推定

（１）マリキナ市全域の土地被覆の推定

マリキナ市における土地被覆を２５ｍグリッドで推定す

る際,ラーニングエリアで得た７つの土地被覆分類カテゴ

リーを基準として，当該グリッドの､N値の分布がユーク

リッド空間上で最も近似しているものを当該グリッドの

土地被凝と推定することとした．そこで，まず，２５ｍのグ

図７マリキナ市全域の土地被覆推定結果
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リッドサイズにおいて，ラーニングエリアで，７つのカテ
ゴリーごとに，ＤＩＩ値の分布の平均をとった．ＤＮ値の分布
の平均と現地調査の際に撮影したカテゴリーごとの土地
被覆を示す画像を図６に表した．前述にもしたが，ＤＩＩ値
は０から３１までの分布をとっている．これらのカテゴリ
ーごとの１セル当りのDII値の分布の平均を

ｑ…）（1≦x≦7,1≦画≦4,0≦､≦31）［1］
と表愛する.ｘはカテゴリーの７種類,ｍはblu,red,grn，
nirの４バンドの４種類，ｎはDN値の32段階を表す．ま

た,マリキナ市全域において,それぞれ25mのグリッドご
とにＤＩＩ値の分布を求めた．マリキナ市におけるあるセル
をＡとした場合，そのセルの持つDN値の分布を

Ａ(…）（1≦､≦４，０≦､≦31）［2］ 
と表現する．ここで，

４３１ 

ＺＺ(s…－４(鰄纐))。［3］
耐=１，９国１

をx=1カ.ら７まで個目Ｉ求め,その中で,上記の差異の平方
和が最小の値をとるｘをグリッドAの土地被覆分類とした．
この手順でマリキナ市全域のセルの土地被覆を推定した
結果が図７である．

図８マリキナ市四地域分割

誤差の大きさは大きな問題ではないと考えた．また，②，

③,④の地域全てにおいて,戸建住宅Ａの誤差率が大きい
がこれに関しては,今後の課題として精度を向上させてい

く必要がある．②，③，④の３地域の建物棟数の合計は，

推定値が58992.68棟，実際の棟数が50346棟となってお

り，高い精度が得られていると判断した．

(2)ラーニングエリアにおける建物ポリゴンデータを用

いたマリキナ市全域の建物棟数の推定

マリキナ市全域の土地被覆を推定する際，３章の（４）

で得た２５ｍグリッドによる土地被覆カテゴリーごとの建

物棟数の平均値を,それぞれのグリッドに存在する建物棟

数の推定値とした(表3)．また,マリキナ市を①,②,③，

④の４つの地域に分割した場合(図8)，マリキナ市におけ

るＮＡｍＡの建物ポリゴンデータにおいて，①の部分にお

いてデータが欠損している.建物ポリゴンデータが存在す

る②,③,④の３地域においては,建物ボリゴンデータか

ら算出される建物棟数と,対応する地域について本研究で

提唱した建物インベントリー推定法の結果を比較するこ

とで推定の精度の検征が可能になる．表４は,各地城ごと

に,土地被覆カテゴリーごとのセル数の推定値と，そこに

土地被覆カテゴリーごとの平均建物棟数を乗じた建物棟

数の推定値,さらに対応する地域に存在する建物ポリゴン

総数,および誤差率を表した.誤差率は以下のように表現
した．

誤差率=100×(建物ポリゴン総数-建物棟数推定値)／建

物ポリゴン総数

表４の結果を見ると，②，④の地域の密集住宅地が最

も誤差率が大きい．しかし，②,④の地域の建物棟数推定

値の合計値19373.42,16194.59と比べるとその棟数の

1355.76,1391.04はそれぞれ10％に満たないため，その

表３カテゴリー

(3)ラーニングエリアにおける現地調査に基づいたマリ

キナ市全域の建物棟数推定

a）ＧＰＳピデオカメラによる現地鯛査

マリキナ市の場合には幸運にも市域の３/４の地域で建

物ポリゴンデータが存在し,建物棟数の推定法の精度砿認

を容易にしている．しかし,本研究が対象とする途上国で

は建物ポリゴンデータがまったく存在していない地域の

ほうがはるかに多い.そうした状況においては,現地調査

を通して,建物種別や建物棟数を推定する方法を構築する
必要がある．

本節では,本研究が用いた現地調査による推定法の概要
について記述する．ラーニングエリアにおいて，７種類の

土地被覆カテゴリーのすぺてを含む調査対象地域を選定

する.調査効率という観点からはできるだけ隣接した地域

を週定することがのぞましい.推定精度を考慮すると，各

カテゴリーに関して出来るだけ多くのグリッドを調査対

象に含めることがのぞましい上寵の２つを考慮した結果
選定された調査対象地として，図９に示された８地域,計

196グリッドに週定した．

カテゴリーごとの平均建物棟数

表４マリキナ市建物棟数推定値
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c）平均建物棟数による対象地全域の建物棟数推定
現地調査で得られたグリッドごとの平均建物棟数をも

とに,（２）と同様のやり方でマリキナ市全域の建物棟数を

推定し,建物ボリゴンデータが存在する地域ではその精度
を検証した結果を表６に示す.表５で示すカテゴリーごと

の平均建物棟数が（２）と近い値をとっていることから,誤

差率においても近い結果が得られている．②，③，④の３

地域の建物棟数の合計は，推定値が58614.77棟，実際の

棟数が50346棟となっており,現地調査を利用した推定に

おいても高い精度が得られていると判断した．

5．現地調査による建物種別の推定結果

（１）現地鯛査によるGES1の基準に従った建物種別判定

４章の(3)において建物棟数を調査する際に撮影した

GPSと連動した映像データを用いてＧESIの基準に沿って

建物種別の判定を行った.４章の(3)で分析を行った建物

のうち，可能な建物に関して判定を行った．まず第一に，

そのBuildingTi7pes(構造)をGESI法にもとづいて判定し
た(表７)．その結果，調査地域の建物は全てＲ/C，steel

infillと判定された．第二に，表８に従って，調査の対

象となった建物を－棟ごとに，ＧESI法にもとづいて

desi印(設計〉・construction(施工）・materials(材料)の

３側面について，建築の質を判定した．design・

constructionに関しては４段階,materialsに関しては２

段階でそれぞれ評価を行った．design・constructioT

materialsの評価点の合計を求め,表７において個有の建

物がどのVulnerabilityCurveに属するかを求め，これを

建物種別とした．ここでは，アルファベットにおいて，よ

り早いものがより耐震性が高いものとなっている．また，

長谷川ら9)はマリキナ市における市役所,病院,学校など

主要施設を対象としてGESIの建物種別を行っている．今

回,住宅を主とする建物の種別判定を行う際に,その研究

を参考とし,またその研究のメンバーでもあり，建築構造

の専門家とともに,まず,BuildingTypes(構造)を決定し，

design(設計）・construction(施工）・Inaterials(材料)の
３側面についてそれぞれ４，４，２段階に判定を行い，最終

的に建物の種別判定を行った．

被害想定を行う際は,図10に従い,VulnerabilityCurve

が決定されれば,その地域を襲う地震外力をPGAで与える

ことで，Ｎone，slightormoderate，ExtensivqPartial

collapse，Completecollapseの４段階で被害状況(表9）
を決定することができる．

図９調査対象地

現地調査は2003年11月２１日にGPSピデオカメラを用

いて,約三時間で撮影を行った.撮影方法としては車内に
ピデオカメラを設置し，車の進行方向と約45度の角度を

持たせ，時速101ｍ程度の速さで車を進めながら撮影を行
った．

b）映像データと衛星画像を用いたグリッド単位の建物棟
数の分析

ＧＰＳピデオカメラによって得られた映像データを

ｴKONOS衛星画像を背景としたＧＩＳ上で，位置情報を確認
しながら，ＧESI法で用いられる建物種別推定法を用いて，
1棟ごとに建物種別を検討し,調査対象グリッドの建物棟
数を分析した．まず,衛星画像からおおよその建物の存在
を確露し,その上でGPSと連動した映像データからその位
置と存在を確定した.鯛査対象セルの建物棟数をカテゴリ
ーごとに平均棟数を算出したものが表５である．
ラーニングエリアにおいて建物ポリゴンデータを用い

て得たカテゴリーごとの平均棟数と比較した.川と判定さ
れた土地被覆カテゴリーと緑地と判定さらた土地被覆カ
テゴリーに関しては,それらのセルに建物が存在しなかっ
たため,平均棟数がｏとなってしまっている．建物が存在
する工場,住宅地,密集住宅地と判定された５種類の土地

被覆カテゴリーでは,推定値と非常に近似した値をとって
いる．本研究においては,建物棟数.種別の推定を目的と
しており,建物の大部分が存在する５つのカテゴリーにお
いて,平均棟数が満足できる精度で得られていると考えた．
そのため，次に，現地調査による結果を用いて，対象地全
域の建物棟数の推定を行った．

表５現地調査から得た士

(2)土地被覆分類ごとの建物種別の決定

（１）の調査の結果を,土地被覆のカテゴリーごとに調査

現地調査から得たカテゴリーごとの平均建物棟数

川戸■宅地Ａ戸建宅地Ｂ住宅地
０６００．５７１．１７１．０８２．４５ 堅物採箆

表６現地調査を用いたマリキナ市建物棟数推定値
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はりであると股定した．次に，密集住宅地に関しては,最
も多い９棟がＥと判定され,８棟がD’６棟がF’３棟がG'
1棟がＣと判定されている．被害想定では，推定を安全側
に行うことが通例であるので,本研究では密集住宅地にお
いては，Ｆと股定した．最後に，裸地，工場においては判
定された建物が少ないがともに、と設定した．図１２に実
際に戸建住宅A,密集住宅地に存在し，それぞれD,Ｆと
判定された建物を示した．

Ｃ 

Ｂ
Ａ
 

６．建物インペントリー推定手法の提案００２０４ｑＯＱ８１．２１４ 

ＰＣＡ 

図１０GESIVulnerabiIityCurve (1)GES1法にもとづく被害想定のための建物インベント
リー作成手法の提案

これまでの蟻論をまとめた本研究における結論として，
GESI法による被害想定を行うために必要となる以下のよ

3５ 

３０ 

表７GESI建物種別判定
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図1１

を行った全ての建物を巣計したものが図11である．図１１

を見ると，まず，裸地，工場における建物も３棟，２棟と
サンプルとするには非常に少なくなっているが,どちらも

VulnerabilityCurveはＣかＤと耐震性が比較的に高めで
あった.戸建住宅Ａについては全28棟のうち最も多い１５
棟が、と判定され,４棟がＣ’６棟がE’２棟がＧと判定さ
れている．戸建住宅Ｂに関しては，全42棟のうち最も多
い31棟がＤと判定され，５棟がC’４棟がE’１棟がF’１
棟がＧと判定されている.密集住宅地においては,最も多
い９棟がＥと判定され，８棟が、’６棟がＦ'３棟がＧ，１
棟がＣと判定されている．

戸建住宅地A,Ｂと密集住宅地のカテゴリーのGESIの判
定の結果を比較すると，戸建住宅A，Ｂに関しては，比較
的耐震性の高い、にその建物棟数の多くが判定され,密集
住宅地に関しては,それよりも耐震性の低いＥと判定され
たものが最も多く，またE,ＢＧの中に判定されたものも

戸建住宅A，Ｂに比べ多い．したがって，土地被覆分類に
おけるカテゴリーとGESIのVulnBrabilityCurveの判定
による耐震性の評価に高い相関があることが明らかとな
った．

GESIの被害度判定表９

表１０マリキナ市建物棟数・種別推定結果

(3)対象地全域の建物棟数.種別推定
５章の（２）の結果を用いて，ＧESIのVulnerability

Curveの建物の種別判定を加えて，ラーニングエリアで建
物棟数．種別を調査した場合に,マリキナ市全体の建物棟
数を推定した結果を表１０に示した.その際,戸建住宅A，
Ｂに関しては,ＧESIのVulnerabilityCurveがＤと判定さ
れたものが過半数を超えているため,そこに存在する建物
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が全く存在しない場合には，
１．対象地のIKONOS画像を購入する．

２．対象地の地震動分布データを入手し,その最小グリ

ッドサイズ(X)を鯛ぺる．

３．対象地のIKONOS画像をＸを整数倍で割った値で２５

以上，５０以下のもののうち最小の値の大きさで切

り分ける．この意味は,分析に用いるグリッドの大

きさを，まず,地震動分布データに合わせる必要が

あり,地震動分布データの最小グリッドの大きさの

整数倍である必要がある．次に，３章(5)で,２５ｍ以
下では,建物がグリッドの中に一棟も入らず,デー

タのばらつきにも制約があるので２５ｍ以上である

必要がある．また，２５，，５０，，１００，，２００ｍの中

では，２５ｍを最適とする結果を得ている．これに

従い，５０ｍより小さく，２５ｍ以上の大きさで地震

動分布データのグリッドの整数倍となる中で最も

小さいグリッドサイズで分析を行うこととしてい

る．

４．IKONOS画像を目視で分析し，対象地全域の土地被

騒を有していると考えられる地域を割り出し,ラー

ニングエリアとして選定する.現地調査はこのラー

ニングエリアにおいて行うこととなる．

５．．ラーニングエリアを，IKONOS画像をＤＩＩ値の分布に

従い，クラスター分析により分類する．この後下記

の６．７．の二つの作業に分かれる．

６．建物棟数の推定を行う．

そこで,建物棟数の推定に関しては,建物ポリゴン

データが存在するなら，

６．１．建物ポリゴンデータを用いて，対象地全域の
建物棟数を推定する．

建物ポリゴンデータが存在しないなら

６．２．ＧＰＳピデオカメラを用いて，建物棟数を現地

カテゴ１－BuiI鉤Ｔ■日ＣｕｒＷ

ＷＣ■tDDlmImD 

dBsIロロｎｓｔｒｕｃｔｌＤｎｍａｔＢｎＢｌｓｔｏｔａ

ｌＯ 

図１２GESIによる建物種別判定

うな建物インベントリー作成フローを提案した(図13)．

０.対象地の建物インベントリーの整備状況を調査する

ことから始める.対象地に建物ポリゴンデータが存

在し，そこに建物種別データが含まれているなら，

被害想定を行うことが可能であるので,作業はそこ

で終了である.建物ボリゴンデータは存在するが種

別データが含まれていないか,建物ポリゴンデータ 調査する．
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度にはまだ分析が及んでいないため,今後進めていくつも
りである．

今後の研究の方向性としては,現在までに一定の精度が
得られているので，IKONOS衛星画像とＧＰＳピデオカメラ
を用いて，途上国でGESI法にもとづく被害想定を行うた
めの，より短期間で行え,簡易で経済的な手順の開発を進
めるつもりである．

６．３．ラーニングエリアにおける建物棟数の調査結
果から，対象地全域の建物棟数を推定する．

建物種別に関しては，

７．建物種別の推定を行う．

７．１．ＧＰＳビデオカメラを用いて現地調査で，ＧESI

の建物種別の基準に従い，判定する．

７．２．調査結果を分析し，それぞれの土地被覆分類
のカテゴリーに対し，ＧESIの建物種別を決

定する．

７．３．ラーニングエリアの土地被覆分類のカテゴリ
ーごとのGESＩの建物種別に従い，対象地全

域の建物種別の推定を行う．

８．このような一連の作業でGESIの被害想定手法に利
用できる建物種別を判定した形で対象地の建物棟
数が推定可能となる．
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７．まとめ

本研究においては，まず，衛星IKONOSの高解像度の衛
星画像を特定の大きさのグリッドでクラスター分析によ

り分類することで,建物種別と建物棟数を評価することが
可能であると考えた．その結果，建物の棟数を基準とし，

効果的な土地被覆分類を行うことができることを示した．
また，土地被顧分類は25,,50,,100,，200mの四種類の
グリッドサイズで行い,その中で建物棟数のばらつきの少
ない２５ｍのグリツドサイズが最も的確に建物棟数に従っ

て分類可能であった．また,一般的な住宅の敷地面薇を考
慮し,同様に,一辺25mのセルが適当であると結鶴付けた．
マリキナ市全域において,土地被騒が多様で,マリキナ

市全域の土地被瓢を有すると考えられるラーニングエリ

アにおいて,建物ポリゴンデータから土地被覆のカテゴリ
ーごとの平均建物棟数を求め,それを用いて対象地全域の
建物棟数を推定し，高い精度を得た．同様に，ラーニング
エリアにおいて,ＧＰＳピデオカメラを用いた現地調査から

土地被擾のカテゴリーごとの平均建物棟数を求め,対象地
全域の建物棟数を推定し,これにおいても高い精度を得た．
ＧＰＳピデオカメラを用いて現地調査を行い,建物の種別

をGESIの基準に従って判定した．その結果，土地被覆分

類のカテゴリーとGESIの建物種別による耐震性の判定の
間に高い相関があることを示した.最後に,各土地被覆の
カテゴリーに平均の建物棟数．GESｴの建物種別を設定し，

マリキナ市全域において推定を行った．

これら一連の結果から途上国において建物インベント

リーが存在しないときに,高解像度の衛星画像とGPSピデ
オカメラを用いた効果的な建物インベントリー作成手法

を開発し,建物インベントリーが存在せず,被害想定が行
えないような地域において,利用可能な建物インベントリ

ーの作成を含めた被害想定の一連の枠組みを提案した．
今後の研究課題としては,まず，ラーニングエリアの選
定方法が挙げられる.本研究の建物インベントリーの精度
は選定したラーニングエリアによる影響が小さくない.そ

のため,現在の目視分析から選定するというラーニングエ
リアの選定方法では,個人の能力にも依存し，毎回,精度

が変わる恐れもある．そこで,個人の能力に依存しないよ
うなラーニングエリアの選定方法が求められていると考
えた.次に,建物種別の判定精度についてである.今回は，

土地被覆のカテゴリーごとにGESｴの建物種別を設定し，
それをもって対象地全域を推定した．しかし，この推定精

補注

(1)マリキナ市は，面積21.5km２，人ロ約４２万人で，メ
トロマニラ郊外のベッドタウンである．また，フィリ

ピンの製靴産業の中心地としても有名で,現在,マリ
キナ市は世界の製靴産業の中心地を目指している．
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